


高齢化の進展と医療・介護の現状

日本は世界でもっとも高齢化が進んだ高齢先進国といわ

れています。その中で、持続可能な社会をどのように実現

していくかは日本だけの問題ではなく、今後それに直面す

るであろう他の先進国や発展途上国でも大きな課題となっ

ており、日本の取組みに注目が集まっています。

総務省の人口推計によると、2012年の日本の高齢者人

口は約3,100万人で、高齢化率は24.1%。75歳以上の後期

高齢者の割合は11.9%となっています。しかし、団塊の世

代が75歳以上となる2025年には、後期高齢者が約700万

人増加し、全人口に占める比率は18.1%、65歳以上の高齢

化率は30.4%に達すると推測されています。これに伴い、

75歳以上の国民1人あたりの医療費、介護費はそれぞれ、

89.2万円から134万円、46.1万円から83万円に急増するこ

とが見込まれています（図１）。
こうした医療費増加の要因は、高齢化だけではありませ

ん。国別の社会保障支出（医療、介護、年金、福祉費など）

の比較データによると、日本は最近18年間（1995～2013

年）で11.2％増加したのに対し、米国、英国、フランスは3

～4.3％の伸びにとどまっています。日本の25.1％に次いで

高齢化率が高いドイツ（21％）では、逆に0.6％減少してい

ます（図２）。

その理由の１つとして考えられているのが、日本におけ

る病床数の多さです。人口千人当たりで比べると、ドイツ

8.3床、フランス6.3床、英国2.8床、米国2.9床に対し、日

本は13.3床と突出しています。病床数が多ければ多いほど、

当然ながら医療費は増えていきます。

そこで厚生労働省は地域医療構想を策定し、地域ごとに

2025年時点での病床数の必要量を「見える化」し、急性期

病床の約3割、慢性期病床の約2割を縮減する方針を打ち

出しました。

また、高額なバイオ医薬品が増えたことによる薬剤費の

高騰も、医療費を圧迫する一因になっています。国はジェ

ネリック医薬品のシェアを2017年度中に70％以上、2020

年度末までに80％以上とすることを目標としていますが、

目標どおりに進んでいない現状があります。

地域包括ケアシステム：
住まい・医療・介護・生活支援の包括的提供

前述のとおり、2025年は約700万人といわれる団塊の世

代が75歳以上となり、医療や介護のニーズが急激に高ま

ることが予想されるため、厚生労働省は、それまでに地域

包括ケアシステムの整備を目指しています。

地域包括ケアシステムは、高齢者が重い要介護状態と

図 1 医療・介護分野における給付費の見通し、伸びの要因
○ 2025年に向けて75歳以上の人口は約700万人増加（全人口に占める割合は11.5%→18.1%）。
○   75歳以上の1人当たりの医療費や介護給付費はそれ以下の世代と比較して急増するほか、一体改革時の厚労省試算においては医療

の高度化その他のサービス充実による単価増を相当程度見込んでいる。

（注）  1人当たり国民医療費及び介護給付費は、年齢階級別の国民医療費及び介護給付費（償還払いの費用（福祉用具購入等）等を除く）を人口で除
して機械的に算出した金額。また、国民医療費の国庫負担額は2011年における後期高齢者医療にかかる国庫負担額（4.8兆円）を75歳以上
の人口で除して機械的に算出。介護給付費の国庫負担額は、2012年度予算における介護給付費の国庫負担額の割合を機械的に乗じた金額。
2025年の国民医療費・介護給付費は、H24厚労省推計における給付費の伸びのうち高齢化要因を除いた増加額を試算し、その伸率を単純に
乗じて試算したもの。

（出典）  2012年の年齢階層別の人口割合は総務省統計局「人口推計（24年10月）」、2025年の人口は社会保障人口問題研究所「将来人口推計」、1
人当たり国民医療費は厚生労働省「平成23年度国民医療費の概況」、1人当たり介護給付費は、総務省統計局「人口推計（24年10月）」、厚
生労働省「介護給付費実態調査（平成24年）」、要支援・要介護認定率は、総務省統計局「人口推計（24年10月）」、厚生労働省「介護給付費
実態調査（平成24年11月審査分）」。

人口 １人当たり国民医療費 1人当たり介護給付金

2012年 2025年 2011年 2025年（試算値） 2012年 2025年（試算値）

75歳以上
1,519万人
（11.9%）

2,179万人
（18.1%）

89.2万円
（国庫負担額32.6万円）

134万円
（国庫負担額49万円）

46.1万円
（国庫負担額13万円）

（要支援・要介護認定率31.3%）

83万円
（国庫負担額24万円）

（＋約700万人、年平均＋2.8%の増）

65-74歳以下 1,560万人
（12.2%）

1,479万人
（12.3%）

55.3万円
（国庫負担額8.5万円）

83万円
（国庫負担額12.8万円）

5.0万円
（国庫負担額1.4万円）

（要支援・要介護認定率4.4%）

9万円
（国庫負担額2.5万円）

64歳以下
9,805万人
（75.9%）

8,409万人
（69.7%）

17.5万円
（国庫負担額2.7万円）

26万円
（国庫負担額4.1万円）

− −
（約▲1400万人、年平均▲1.2%の減）

財務省　財政制度等審査会　平成27年度予算の編成等に関する建議（平成26年12月25日）



なっても、住み慣れた地域で、自分らしい生活を最後まで

続けられるよう、住まい、生活支援、医療、介護、リハビ

リテーションなどのサービスを一体で提供しようというも

のです。

これまでも各地域では、介護保険、医療保険のサービス

に加えて、住居の保障、生活支援、権利擁護など、様々な

サポートが提供されてきましたが、多くの場合それぞれの

サービスが分断されているため、有機的な結びつきが不十

分でした。そこで求められたのが、地域包括ケアシステム

の構築ですが、これを実現するためには、担い手である自

治体、医療関係者（医師、看護師、薬剤師）、介護事業者

などの役割分担と連携が重要となります。

加えて、高齢化の進展状況には大きな地域差があるため、

地域包括ケアシステムでは、保険者である市町村や都道府

県が、地域の特性に応じた体制を作り上げていくことが求

められます。

高齢者薬物療法の問題点

高齢者では薬物有害事象の頻度が高まります。その理由

として、まず加齢変化や疾患による臓器障害を背景にした

代謝・排泄機能の低下が挙げられます。また、複数の疾患

を有しているため、5剤以上の多剤併用（ポリファーマシー）

のケースが多く、これも有害事象が増える大きな原因です。

ポリファーマシーを避けるためには、若年者で示されたエ

ビデンスが、高齢者や要介護高齢者に妥当か否かを検証す

る必要があります。さらに、症状改善がみられないにも関

わらず漫然と継続していないか、といった点や、薬物の優

先順位の検討も重要となります。患者さんの病態や生活機

能、意思などを考慮し、優先順位の低い薬物は中止も考え

ることが重要です。

高齢者の服薬管理と服薬支援

高齢者では、多剤併用に服薬管理能力の低下が加わって、

アドヒアランスが低下しやすい傾向があります。いくら有

効な薬物を処方しても、きちんと服用しなければ十分な効

果が得られないだけでなく、有害事象のリスクにもつなが

りかねません。

アドヒアランス低下の要因として、用法や薬効の理解が

低い、認知機能の低下、処方薬剤数の多さなどが挙げられ

ます。

一方、アドヒアランス改善のためには、服薬数を少なく

する、服用法の簡便化、介護者が管理しやすい服用法、剤

形の工夫、一包化調剤、服薬カレンダーの利用、などの対

策が有効とされています（表1）。

図 2 近年の社会保障支出と高齢化率の推移(1995-2013)

（出典）  社会保障支出：諸外国はOECD「National Accounts」。イギリスは1995年のデータが存在せず、遡及可能な1997年のデータを使用。日本
は2010年度までは国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」の社会保障給付費を使用、2013年度は厚生労働省推計の2013年
度予算ベースの給付費を使用。
高齢化率：諸外国は国際連合「World Population Prospects 2015 revision」。日本は2010年までは総務省「国勢調査報告」、2013年は国立
社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2012年1月）」。
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高齢化率
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とはいえ、患者さんの服薬状況を、医師が外来診療だけ

で把握するのは容易ではありません。アドヒアランスが著

しく低下している患者さんの多くは、種々の理由により自

己判断で中止しているケースであり、それを医師に直接伝

えることは極めて稀であるためです。

外来通院高齢者を対象とした海外の研究では、43％が医

師の処方どおりの服用ができておらず、そのうち73％は意

図的に服用していなかったと報告されています。つまり、

患者さんは医師が考えるほど処方どおり服用できていない

ということです。

それだけに、服薬管理、服薬支援には、医師だけでなく

看護師、薬剤師など医療スタッフの関与が欠かせません。

事実、「（飲むと）体調が悪い」、「本当は飲みたくない」、「実

際は飲んでいない」などの情報は、医師以外の職種に伝え

られることが多いのです。医療スタッフのなかでも、とりわ

け重要なのは、薬の専門家である薬剤師の役割です。

病院薬剤師への期待

現在、病棟に薬剤師が常駐するところが増えており、当

院でも病棟に薬剤師が配置されています。入院時というの

は薬剤を見直す大きなチャンスであり、当院では病棟薬剤

師が常駐するようになって以降、服用薬剤数が入院時に比

べて減る、あるいは服薬法が１日3回から１回に簡素化さ

れるなどの成果が出ています。また、患者さんに薬剤の情

報が的確に伝わることや、処方をまとめる提言をしていた

だけるなど、医師としてもさまざまな面で助けられていま

す。

さらに今後、病院の機能分化が進む中で、急性期病床か

ら亜急性期病床へ移行する際に、薬剤師だけでなく、医師

や医療スタッフ同士の顔の見える連携が求められると考え

ます。紙媒体や電子媒体だけでは患者さんのケアに関する

十分な情報は伝わらないため、どこかで顔を合わせる必要

があり、地域の薬局から退院ケアカンファレンスなどに参

加いただく、あるいは病院スタッフが地域ケア会議などに

参加するなどの機会が作れるようなシステムの構築が求め

られます。

先に触れた「高齢者の安全な薬物療法ガイドライン2015」

には、薬剤師の役割が明確に示されています。医師からの

薬剤師（病院薬剤師）への期待は、①入院時の持参薬、薬歴、

薬物副作用歴の把握、②入院中の適正な薬物療法への関与、

不適切処方・投与の是正、副作用の管理、多剤投与の抑制、

③入院中症例カンファレンスへの参加など多岐にわたりま

す（表２）。
高齢者への安全な薬物療法を実践していくために、病院

薬剤師の積極的な関わりを期待したいと思います。

表 2 病院薬剤師への期待

● 入院時の持参薬、薬歴、薬物副作用歴の把握

● 入院中の適正な薬物療法への関与（医師との連携）
不適切処方・投与の是正、副作用の管理、多剤投与の抑制

● 入院中症例カンファへの参加（医師との情報共有）

● 退院時カンファへの参加

● 退院時の在宅での服薬方法、服薬・薬物管理の指導

● 地域研修会などへの参加による地域スタッフとの交流

● 在宅医療の現場の把握・理解

● 地域薬剤師との情報共有

服薬数を少なく 降圧薬や胃薬など同薬効2〜3剤を力価の強
い1剤か合剤にまとめる

服用法の簡便化
1日3回服用から2回あるいは1回への切り替え
食前、食直後、食後30分など服薬方法の混
在を避ける

介護者が管理
しやすい服用法

出勤前、帰宅後、通所サービス中などにま
とめる

剤形の工夫 口腔内崩壊錠や貼付剤の選択

一包化調剤の指示
長期保存できない、途中で用量調節できない欠
点あり
緩下剤や睡眠薬など症状によって飲み分ける
薬剤は別にする

服薬カレンダーの利用、服薬ケースの利用
日本老年医学会編；健康長寿診療ハンドブックより（2011年, メジカルビュー社）引用改変

表 1 アドヒアランスをよくするための工夫
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